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Ⅰ．はじめに
情報技術がめざましく発達するなか、現代
の企業経営においては、さまざまな業務にコ
ンピュータが導入されつつあり、会計におい
てもそれは例外ではない。ほとんどの企業は
会計業務に何らかのかたちで情報システムを
導入しており、もはや純粋な手作業による会
計処理を行なう企業を探すのは困難な程であ
る。
そして、こうした情報システム化の一つの
特徴が、ネットワーク・システムの導入であ
ろう。情報システムがホストコンピュータ中
心で運営されていた時代は次第に過去のもの
となり、ネットワーク環境下におけるシステ
ム運用が一般化している。そして、通信技術
の普及とともに、企業の情報システムは、バ
ッチ処理、オンライン処理の段階を経て、統
合的なネットワーク構築へと進展している。
このように企業の情報システムがホストコン
ピュータ中心のシステムからネットワーク中
心のシステムに移行するなかで、会計情報シ
ステムが再構築され、その様相が大きく変貌
するようになりつつある。しかし、従来の会
計情報システムの研究は、暗黙のうちにバッ
チ処理を前提としたものが多く、ネットワー
ク化の進展を踏まえた会計情報システムの構
築にまつわる研究は少なかったように思われ
る。
そこで本稿では、ネットワーク環境下での
会計情報システムについて考察し、会計情報
システムのネットワーク化の意義とそれに伴
う問題点に焦点を当てて検討する。そして、
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会計情報システムがこのような新たな方向に
移行することで、会計実務をめぐる環境がど
のように変化し、その結果、どのような解決
すべき課題を生ぜしめるかを明らかにし、ネ
ットワーク環境下における会計情報システム
の将来的な方向性を展望する。
本稿の構成は、第Ⅱ節において、コンピュ
ータ・ネットワークそのものについて改めて
検討し、第Ⅲ節において、コンピュータ・ネ
ットワークによる会計情報システムの現状に
ついて考察し、コンピュータ・ネットワーク
会計の将来的な方向性について展望する。第
Ⅳ節においては、本稿をまとめたうえで今後
の課題を提示する。
Ⅱ．コンピュータ・ネットワーク
コンピュータ・ネットワークは、コンピュ
ータなどの機器を通信回線でつないだもので
あり、それはコンピュータの情報処理技術と
通信技術の融合によって可能になった。そし
て、会計情報システムに関しても、コンピュ
ータ・ネットワークにより、会計処理をネッ
トワーク化して処理しようとする方向に向か
いつつある。本節では、コンピュータ・ネッ
トワークによる処理システムの形態について
検討した上で、企業内情報ネットワーク、企
業間情報ネットワークについて順次検討す
る。
１．コンピュータ・ネットワークによる
処理システムの形態
コンピュータ・ネットワークの出現、進展
によってコンピュータの情報処理システムも
変化し発展してきた。その第一が「集中処理」
から「分散処理」への変化であり、第二がそ
れにともなった「バッチ処理」から「オンラ
イン処理」への変化である。これらについて
みてみる。
∏「集中処理」と「分散処理」
「集中処理」とは、企業の各部署で発生し
たデータを端末から入力し、中央のホストコ
ンピュータで処理するシステムであり、デー
タや処理機能をホストコンピュータに集中さ
せて処理および管理を行なうシステムであ
る。この処理方式はさらに、後にみるように、
データを一定期間蓄積し一括処理するバッチ
方式と、データの発生の都度処理するリアル
タイム処理に分類される。
このような集中処理システムの長所として
は次のようなことが考えられる。
・定型的な入力を行なう処理に向いている
・データの一貫性を保ちやすい
・資源の効率的な管理運用ができる
一方、集中処理システムの短所としては、
次のような弊害が指摘される。
・すべての処理は、汎用コンピュータで集中
して行なわれるため、負荷が集中すると同
時に、万一汎用コンピュータにトラブルが
生じると全面的に業務が停止する。
・集中処理を行なう汎用コンピュータの規模
が巨大で複雑なものになるため、柔軟性が
なくなり、システム規模の増大はソフトウ
ェア開発はもちろんのこと保守・維持に多
くの費用がかかるようになる。
これに対して、「分散処理」とは、発生す
るデータを部門ごとに処理するシステムであ
り、複数のコンピュータが業務を分担して処
理するシステムで、これらのコンピュータを
通信回線によって接続し一体としたシステム
である。
分散処理システムのメリットには次のよう
なものが考えられる（情報協会，１９９８）。
・処理機能やネットワーク全体の資源を有効
に利用できる
・コンピュータの負荷を分散することがで
き、システム全体に柔軟性をもたせること
ができる。
・あるコンピュータが故障したり、通信が故
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障しても、他のコンピュータによって業務
を遂行できる
一方、短所としては次のようなことが指摘
される（情報協会，１９９８）。
・ネットワークの性能と信頼性により、分散
処理システム全体の性能と信頼性が左右さ
れる。
・データの一貫性を保つことが難しく、安全
性（セキュリティ）に問題が生じやすく、処
理やデータの重複により冗長性が高くなり
やすく、全体的な視点が欠如しやすい。
このような集中処理システムと分散処理シ
ステムのいずれが適しているかは、業務内容
によって異なるようである。たとえば、銀行、
証券、保険や航空会社の座席予約などでは、
集中処理が行なわれているし、事業所ごとの
業務や事業所ごとに製品を製造するメーカー
などでは、分散処理が導入されているようで
ある。このようにどのような処理システムの
形態が適しているかは、客観的に提言するこ
とはできない。
しかし、会計情報システムについても、当
初の会計情報システムは、集中処理が中心で
あったが、分散処理へと移行しつつあること
はたしかである。ネットワークを利用した分
散処理の会計情報システムの導入は、情報処
理システムのコスト削減と、エンドユーザ・
コンピューティングによる情報利用の効率化
をもたらし、個々の端末が情報処理能力をも
つため、従来の中央集権的なシステムとは違
って、分権的なシステムとなる可能性がある
ことは次節においてみる。
π「バッチ処理」と「リアルタイム処理」
「バッチ処理」とは、あらかじめ蓄えてお
いたデータを一括して処理するシステムであ
り、必要なデータはひとまとめにされ、一括
して処理される。この方式は、集中型とリモ
ート型に分かれ、中央のホストコンピュータ
にデータを集めて処理するのが集中型バッチ
処理であり、遠隔地から通信回線を利用し、
データを送信し処理する方式がリモート型バ
ッチ処理である。これに対して、「リアルタ
イム処理」は、データの発生した時点で直ち
に処理を行なうシステムであり、遠隔地にあ
る端末装置を通信回線で接続し、これにより
コンピュータと端末が直接データのやり取り
をするシステムである。また、特に遠隔地か
ら通信回線を使ってデータを送り即時に処理
する方式を、オンライン・リアルタイムシス
テムという。当初のコンピュータ処理は、バ
ッチ処理が中心であったが、リアルタイム処
理へと移行しつつある。
これと同様に重要な概念となる「オンラ
イン処理システム」について言及しておく。
「オンライン処理システム」は、遠隔地に
ある端末装置を通信回線で接続し、これに
よりコンピュータと端末が直接データのや
り取りをするシステムの総称である。オン
ラインシステムでは、通信回線で接続した
端末から入力されるデータのことをトラン
ザクションといい、こうしたものにまつわ
る処理がオンライントランザクション処理
（On Line Transaction Processing：ＯＬＴＰ）と
いわれる。ＯＬＴＰの適用業務事例としては、
金融業のＡＴＭシステム、製造業や小売業の
在庫管理システムなどがある。
以上、コンピュータ・ネットワークによる
処理システムの形態についてみたが、次にさ
まざまな業界で用いられる具体的なネットワ
ークシステムについて、企業内情報ネットワ
ーク、企業間情報ネットワークの順にみてみ
る。
２．企業内情報ネットワーク
企業内の情報ネットワークとして、電子帳
票システム、ワークフローシステムなどにつ
いてみた後、ＰＯＳシステムやＣＩＭシステ
ム、ＥＲＰシステムについてみる。
∏電子帳票システム、ワークフローシステム
電子帳票システムは、帳票を紙の帳票のイ
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メージのまま、ディスプレイに表示できるシ
ステムである。こうしたネットワークを利用
して、遠隔地の事務所から帳票を見たり、電
磁媒体を利用してオフラインでみることもで
きる。わが国においては、平成１０年にいわゆ
る「電子帳簿保存法」が制定され、自己が作
成した帳簿を電子データとして保存すること
が認められ、請求書や領収書といった証憑類
についても電子データで保存することが認め
られている。帳票が多量にある企業、帳票配
備に時間、手間を要する企業、後にみるＥＣ
利用企業などは、このような電子帳票を導入
することが適していると考えられる。
また、ワークフローシステムは、稟議書、
申請書などの文書をデジタル化して、ネット
ワーク上で起案、決済などを一元管理するも
のである。ワークフローシステムは、文書の
処理状況の把握や事務処理の効率化などを目
的として利用される。
次に、小売業において利用されるＰＯＳシ
ステムや製造業におけるＣＩＭシステム、最
近注目されているＥＲＰシステムについてみ
てみる。
πＰＯＳシステム
小売業などで利用されるＰＯＳシステム
は、光学式自動読み取り方式により単品別に
収集した販売情報などを、コンピュータによ
り、各部門がそれぞれ目的に応じて有効利用
できるように、情報を処理、加工、伝達する
システムである。
ＰＯＳシステムが導入されている店頭の商
品には、その商品を表すバーコードシンボル
が印刷または貼り付けられ、顧客が商品を購
入する際、レジ係はバーコードシンボルをス
キャナで読み込む。そして、商品コード情報
はストアコントローラに送られ、その商品コ
ードに対応した商品名と価格が引き出され、
同時に当該商品の売上情報も記録され、販売
数量や在庫の更新処理が行なわれる。そして、
単品別に収集した販売情報などを加工して、
売れ筋商品や死に筋商品の識別やその他の必
要な情報を作成するのに利用されるものであ
る。
∫ＣＩＭシステム
製造業などで利用されるＣＩＭシステム
は、ネットワーク技術により、販売、技術な
らびに生産をコンピュータで統合し、経営の
効率化を図ろうとする統合的な生産システム
である。ＣＩＭは、マーケティングから出荷、
搬送までを全体システムとして捉え、トータ
ル・リードタイムの短縮、トータル在庫の低
減、機会損失の低減を担ったシステムである。
そして、マーケティング→受注→設計→部品
発注→加工・組立→出荷・搬送といった各業
務を統合し一貫してコントロールし生産性を
はかろうとするものである。
当該システムは、消費者のニーズを迅速に
把握して、それに対応した製品を企画、設計
し、生産するために有効である。そして、こ
うしたＣＩＭシステムは、受注から代金回収
までの業務の各段階ごとに状況情報を把握す
ることによって適切な措置をとることを可能
にするものである。
ªＥＲＰシステム
ＥＲＰシステムは、業務システムを効率的
に構築して運用するための統合業務パッケー
ジ・ソフトであり、購買、生産、販売、会計、
人事などの基幹業務を支援しようとするもの
である。ＥＲＰシステムの役割は、財務、生
産、販売、物流、人事などの情報を統合し、
財務管理と生産管理、販売管理、物流管理お
よび人事管理を統合しようとすることであ
る。
ＥＲＰソフトは、新たな情報技術を取り
入れることによって進化を続けており、多
次元データベース技術の採用やデータウェ
アハウスの利用により、ＯＬＴＰ（On Line
Tranzaction Processing）処理に加えてＯＬＡＰ
（Online analytical processing）処理にも対応し
ている。そして、インターネットも取り入れ
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ることにより、情報収集提供能力も向上させ
ているが、そうした意味では企業間ネットワ
ークとして位置づけることもできる。
３．企業間情報ネットワーク
ネットワーク・システムは、企業内で構築
された後、異企業間へと広がり、系列内企業
間、業界内異企業間、異業種間、国際間へと
順次拡大してゆく。ここでは広く企業間で利
用されるネットワークについてみてみる。
企業間ネットワークは、自社のコンピュー
タと他社のコンピュータとのネットワークを
形成するものである。わが国における企業間
情報ネットワークには、大型小売店の受発注
システムや総合商社のオンライン受発注シス
テムなどが代表的である。このような同業種
間の情報ネットワークは、その後、適用業務
を拡大して、業種横断的な異業種間の情報ネ
ットワークへと進展していく。
当初の企業間情報ネットワークは、受発注
システムとして利用され、個々の企業間の情
報システムをネットワーク化し、購入注文、
出荷通知、送り状、受発注や納品書などの取
引の交換に利用されていた。やがてネットワ
ーク化される対象企業も広がり、拡大すると、
一つのネットワークが業界全体をカバーする
規模となる。それは、たとえば、鉄道会社間、
旅行会社間、あるいは航空会社間の座席予約
システムにおける空席紹介や予約処理、銀行
間のオンライン為替交換、クレジット業界の
信用照会業務のためのネットワークなどのよ
うなネットワークがそれである。そして、や
がては異業種間の企業情報ネットワークが形
成される。たとえば、わが国におけるジャス
コと花王は、受発注から代金決済まで、すべ
ての取引業務をコンピュータによるオンライ
ンで結ぶといったようなネットワークを形成
している。
会計情報システムについても、企業間ネッ
トワークを媒介として、企業間で連携、統合
されることが予想される。以下、企業間情報
ネットワークとしてのＥＣ（電子商取引）、Ｅ
メール、インターネットについてみてみる。
∏ＥＣ
ＥＣ（Electronic Commerce：電子商取引）と
は、コンピュータ・ネットワークを活用して、
企業が商品やサービスを消費者に提供するシ
ステムである∏。これまで企業で行なわれて
きた注文書や請求書といった類の授受は、通
信技術の発展に伴い、郵送からファクシミリ
へと変化し、そして、最近では、コンピュー
タ・ネットワークを通して、電子的に書類の
変換を行なうシステムが利用されるようにな
っている。以下、こうしたＥＣとしてのＥＤ
ＩとＣＡＬＳについてみてみる。
①ＥＤＩ
ＥＤＩ（Electronic Data Interchange）は、電子
式データ交換と訳されている。ＥＤＩは、注
文書、出荷案内書などの従来は紙を使用して
行なわれていた企業間の文書のやりとりを両
者のコンピュータ間のデータ交換に置き換え
たものである。ＥＤＩは、企業間の取引活動
に関するデータを電子化し、ネットワークを
介して、一定の標準化された形式で直接交換
する。ＥＤＩによって、受け手のコンピュー
タに遅滞なく、直接にデータ移動がなされ処
理時間の短縮化やペーパレス化が図られる。
そして、注文書の受け渡しの電子化から、納
品書や請求書の受け渡しまで電子化できるよ
うになってきている。
わが国においても、１９９０年代からＥＤＩが
急速に普及し、証憑など紙を媒体として行な
われてきた取引が、電子的なデータ交換に変
わりつつある。さらに、企業と金融機関とを
結ぶＥＤＩであるファーム・バンキングによ
り、銀行から入金報告を受けたり、支払の依
頼をすることも、既に日常的な業務となりつ
つある。それゆえ、これまで紙で管理されて
いた膨大な量にのぼる伝票類をオフィスから
追放することが技術的に可能になりつつあ
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る。ＥＤＩの普及によって、会計情報システ
ムがどのような影響を受けるかは次節におい
てみる。
②ＣＡＬＳ
ＣＡＬＳ（Commerce At Light Speed）は、あ
る種の製品などに関する情報を関連企業全体
で共有し、効率化をはかろうとするものであ
り、ビジネス・プロセスのすべての段階にお
ける情報を共有化することで、プロセス相互
間の関係をより明確に把握しようとするもの
である。
ＣＡＬＳにおける商取引は、企業系列、国
境、法人、個人の壁を超えたオープンな商取
引を実現しようとしている。そして、ＣＡＬ
Ｓは、共有化の手段として、企業内ＬＡＮだ
けではなく、インターネットを通して他企業
との情報交換も行なうようになりつつある。
こうしたＥＤＩやＣＡＬＳをはじめとする
ＥＣが会計情報システムに影響を与えるもの
と思われるが、こうしたことについては次節
において検討する。
πＥメール
Ｅメールは、新しいコミュニケーション・
ツールとして社会全体に急速に浸透してい
る。そして、多くの企業においてＥメールが
整備されており、会計情報システムにおいて
も、そのインフラとしてメール・アプリケー
ションを活用することが可能になると考えら
れる。
会計情報システムにおいてＥメールを活用
することは、オフィスにおけるペーパーの文
書を減少させ、企業内外の特定の個人に対し
て、世界規模で会計情報システムを提供する
コミュニケーション手段を備えるということ
につながる。
∫インターネット
インターネットは、個人利用だけではなく、
企業間取引、ネット販売、個別企業内の通信
手段としても利用されるようになりつつあ
る。会計情報システムにおいても、支店や事
業部などの遠隔地の利用者との間の処理、情
報伝達のための通信インフラとして利用され
る可能性がある。
インターネットは、会計情報システムにお
けるトランザクションの受け入れ、処理、照
会や報告書の作成、トランザクションの他の
システムへの送り出しといったことについ
て、従来の閉ざされたシステムではあり得な
かった変化をもたらす可能性がある（Mckie,
1997）ことについては次節においてみる。
Ⅲ．ネットワーク環境下における会計情報
システムの現状と展望
本節では、第Ⅱ節で検討したようなコンピ
ュータ・ネットワークが会計情報システムに
どのように影響を及ぼすのか展望する。その
際、ネットワークによる会計情報の処理形態
とそうした諸形態がどのような組織的影響を
及ぼすのかを考察した後、特に企業内情報ネ
ットワークが会計情報システムに与える影
響、企業間情報ネットワークが会計情報シス
テムに与える影響について順次展望する。
１．コンピュータ・ネットワークによる
会計情報の処理形態とその組織的影響
会計情報システムは、会計情報の処理方式
によって、「集中処理」と「分散処理」の二
つに分類でき、特に分散処理の会計情報シス
テムについては新たな組織的影響を及ぼす可
能性があることは既にみた。集中処理システ
ムと分散処理システムのいずれにおいても、
ネットワーク化が図られるが、以下、こうし
た会計情報の処理形態とその組織的影響につ
いて考察する。
∏集中処理システムによる会計情報システム
集中処理システムの会計情報システムは、
全国の支店や事業所の経営活動にまつわるデ
ータを、本社の経理部あるいはシステム部の
大型コンピュータに送り、そのデータを処理
上　東　正　和234
することによって、会計情報を作成するシス
テムである。集中処理システムの初期の頃は、
各支店や事務所で発生した帳票を、郵送など
の方法で、本社の経理部やシステム部に運ん
で入力していたが、その後データ伝送の迅速
化が図られ、電話回線やデジタル通信回線を
利用した伝送方法がとられるようになった。
集中処理は、支店、営業所などの場所が離
れているが、会計単位としては独立していな
い場合のオンライン処理には有効である。集
中処理の会計情報システムには、「集中型バ
ッチ処理システム」と「集中型リアルタイム
システム」の２つの形態が考えられる。これ
らについてみてみる。
①「集中型バッチ処理システム」による会
計情報システム
集中型バッチ処理システムは、必要なデー
タをひとまとめにして一括して処理するシス
テムである。こうしたシステムには、遠隔地
から通信回線を介してデータを受信するオン
ラインシステムによりデータ収集を行なって
一括処理する「リモートバッチ処理」といわ
れる形態も含まれる。
図１は、データの入力が経理部やシステム
部で行なわれ、その後、当該部門で一括処理
される様子が描かれている。
②「集中型リアルタイムシステム」による
会計情報システム
集中型リアルタイムシステムの会計情報シ
ステムは、広範囲の地域に設置された多数の
端末機からデータを入力して、本社の経理部
やシステム部で比較的短時間で処理する「オ
ンライントランザクション処理」である。集
中型リアルタイムシステムの会計情報システ
ムでは、情報システム部門と各ユーザ部門の
端末機は会話型で相互にデータのやり取りが
出来るが、各ユーザ部門間でのデータや情報
のやり取りはできない。
図２は、経理部やシステム部以外の部門か
ら会計データが入力されるが、そうしたデー
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図１：「集中型バッチ処理システム」による
会計情報システム
タは経理部やシステム部門で集中処理される
様子が描かれている。
こうした集中処理システムの形態の会計情
報システムは、上でみたように経理部あるい
はシステム部にホストコンピュータを設置
し、他の部門にはデータ入出力を目的とする
端末を設置する方式が中心である。この場合、
会計情報はホスト内で一元管理される。そし
て、端末は、タイム・シェアリングによって、
ホストによって計算された情報を利用できる
に過ぎない。ホストと端末との間では上下関
係が強く、端末相互のつながりは希薄である
（大塚，１９９５）。
こうしたシステムは、情報処理に関する権
限がホストの管理を行なう経理部やシステム
部に集中される「中央集権的」なシステムで
あるといえる。そして、こうしたシステムで
は、経理部門やシステム部門の処理能力が制
約となり、担当する業務によって様々に異な
るユーザーの情報要求に十分に対応すること
ができない（大塚，１９９５）という限界を有して
いる。
これに対して、コンピュータ・ネットワー
クによって実現する分散処理による会計情報
システムはどのような組織的影響を及ぼすの
であろうか。次に分散処理による会計情報シ
ステムとその組織的影響について考察する。
π分散処理システムによる会計情報システム
分散処理システムは、データの発生する部
門で独自にデータのコンピュータ処理を行
い、これをネットワークによって統合し、一
つの全社的統合的情報システムを確立してゆ
こうとするものである。分散処理システムは、
複数のコンピュータが業務を分担して処理す
るシステムであり、これらのコンピュータを
通信回線によって接続し、一体としたシステ
ムである。
同一企業内の分散処理による情報ネットワ
ークには、本社、工場、営業所など場所別に
情報の分散処理を行なう場合や、企業内の購
買部門、製造部門、販売部門、財務部門、会
計部門、人事部門など機能別にコンピュータ
を設置し分散処理を行なう形態が考えられ
る。
図３は、ホストコンピュータがあるものの、
会計データの入力が、経理部やシステム部以
上　東　正　和236
図３：分散処理システムによる会計情報システム
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外でも行なわれ、処理もそれぞれの部門で行
なわれ、端末相互のやり取りもできる様子が
描かれている。
分散処理の形態による会計情報システムの
組織的影響としては、次のようなことが指摘
される（大塚，１９９５）。集中処理システムの会
計情報システムでは管理部門とユーザー間の
データ交換は行なわれてもユーザー相互のデ
ータ交換はほとんど行なわれなかったのに対
して、分散処理システムの会計情報システム
では、管理部門を介さずに個々のユーザーが
独自にデータを交換して利用することが可能
になる。
従来のシステムではホストと端末の間での
上下関係が強く、端末相互のつながりが希薄
であったのに対して、分散処理による会計情
報システムでは、ユーザ相互のコミュニケー
ションに重点がおかれる。また、分散処理に
よる会計情報システムでは、個々の端末がそ
れぞれ演算能力を有し、それぞれが情報処理
を行なうため、情報処理を行なう権限の多く
が各端末のユーザーに委譲される。そのため、
従来のシステムが中央集権的であったのに対
して、分散処理による会計情報システムは分
権的なシステムとなる可能性がある。
そして、分散処理による会計情報システム
では、エンドユーザー・コンピューティング
が拡充され、会計情報の企業内での利用が促
進される可能性がある。すなわち管理部門で
一括して作成された情報が提供されるのでは
なく、各ユーザーが自己の目的に即して会計
情報を作成し、自らの意思決定に役立てるこ
とができる。また、こうしたシステムでは、
各ユーザーがそれぞれ会計情報の利用方法の
開発担当者としての役割を果たす可能性があ
り、業務の現場から離れたシステムの管理者
には望めない現実的な会計情報の利用方法が
開発される可能性がある。
しかしながら、分散処理による会計情報シ
ステムの問題点は、多数のユーザーがそれぞ
れ独立して会計情報を管理する状態を生じさ
せることである。これが分散処理による会計
情報システムによって生じる管理責任の拡散
である（大塚，１９９５）。そのため、分散処理に
よる会計情報システムでは、集中処理による
会計情報システムに見られるような高度なコ
ントロール・システムやセキュリティ・シス
テムは確立されない。それゆえ、分散処理に
よる会計情報システムには、ネットワーク化
の進展に伴う会計データの機密保護の問題や
セキュリティのための対策や法的整備が必要
となるなど新たな課題も浮上する（佐藤・本
合，１９８８）。
以上、コンピュータ・ネットワークによる
会計情報システムの処理形態とその組織的影
響についてみた。しかし、こうした考察は推
測の域を超えでるものではないし、客観的に
すべての企業組織に妥当するものではない。
今後は、こうした分散処理の会計情報システ
ムがどのような組織的影響を持つかは、具体
的な企業組織を通して究明してゆくことが重
要となる。
次に企業内情報ネットワークが会計情報シ
ステムに与える影響として、各種のネットワ
ークシステムが会計情報システムに与える影
響について展望する。
２．企業内情報ネットワークが会計情報
システムに与える影響
企業内ネットワークとして、既にみた電子
帳票システム、ワークフローシステム、そし
て小売業で利用されるＰＯＳシステムや製造
業のＣＩＭシステムが会計情報システムにど
のような影響を及ぼすのか展望する。
∏電子帳票システム、ワークフローシステム
現行の会計取引においては、多くの場合、
請求書、納品書、領収書などのペーパーによ
る文書が起点となり、それらは、文書番号順
あるいは日付順に保管され、改めて書類を参
照する必要がある場合には、大量の保管文書
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のなかから目的の文書を探しださなければな
らなかった。
電子帳票システムは、帳票を紙の帳票のイ
メージのまま、ディスプレイに表示できるシ
ステムであったが、こうしたシステムによっ
て、受け入れた文書を即座にスキャニングし、
デジタル化することが可能になり、会計取引
データにまつわる取引の証跡としての文書に
いつでも、どこからでもアクセスすることが
可能となろう。
また、ワークフローシステムは、稟議書、
申請書などの文書をデジタル化してネットワ
ーク上で起案、決済などを一元管理するもの
であったが、ワークフローシステムは、会計
情報システムと結合することによって、個別
の会計情報や会計報告書がタイムリーに適所
へと提供され、円滑な企業活動が遂行される
可能性がある。
πＰＯＳシステム
小売業などで導入されるＰＯＳシステム
は、顧客ニーズに関する情報を、仕入担当者
に即座に伝送し、売れ筋商品や死に筋商品の
識別を行なうために利用されるものであった
が、ＰＯＳシステムと会計情報システムとの
関わりとしては、ＰＯＳシステムによる情報
を利用して、商品別の収益性分析や顧客別の
収益性分析を行なうといった利用（飯島，
１９９６）が考えられる。商品別収益性分析、顧
客別収益性分析などの情報は、これまで戦略
的管理会計として提唱されてきたものに他な
らず、こうした情報の入力源として、ＰＯＳ
による情報を利用することが考えられる。
∫ＣＩＭシステム
製造業で利用されるＣＩＭシステムは、ネ
ットワーク技術により、販売、技術ならびに
生産をコンピュータで統合し、経営の効率化
を図ろうとする統合的な生産システムである
ことは既に見た。ＣＩＭシステムは、消費者
のニーズを迅速に把握して、それに対応した
製品を企画、設計し、生産するために有効で
ある。
ＣＩＭシステムと会計情報システムの関係
としては、業務情報と会計情報をタイム・ラ
グなく活用するシステムとして、ＣＩＭを活
用することが考えられる（根本，１９９６）。たと
えば、従来の管理会計では、研究開発のため
の研究開発費予算、生産管理のための製造予
算、あるいは販売管理のための販売予算など
が別個につくられ、それぞれ別個に利用され
ていた。しかし、現在のようにビジネス・ス
ピードが早い環境においては、これらの予算
を統合しなければ対応できなくなりつつあ
る。そのためには、技術、生産、販売の諸機
能をＣＩＭシステムによって統合することに
有効性があると考えられる。
ªＥＲＰシステム
ＥＲＰシステムは、業務システムを効率的
に構築して運用するための統合業務パッケー
ジ・ソフトであり、会計と財務、生産、販売、
物流、人事などの情報を統合しようとするシ
ステムであることは既にみたが、ＥＲＰの代
表的な会計管理機能としては、「一般会計」、
「買掛金管理」、「売掛金管理」、「固定資産管
理」、「財務モデルおよび予算管理」などがあ
る。
ＥＲＰシステムでは、こうした会計データ
を全社員が入力し、全社員が活用する。当該
システムでは、各部門で入力されたデータが
そのまま会計システムの仕訳となり、担当者
が部門を問わずどこからでも直接仕訳をする
ことになる。そして、仕訳データが統合デー
タベースとなり、財務、生産、販売、物流、
人事などの部門であまねく活用される。それ
ゆえ、会計データは、リアルタイムで入力さ
れ、出力される分散処理の形態が考えられる。
こうしたシステムは、会計情報システムと
他の情報システムを融合しリアルタイムの分
散処理を可能にしたシステムとして注目され
る。ただ、こうしたシステムが客観的に有効
なものであると提言することは早計であり、
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こうしたシステムが具体的な企業組織に与え
る影響について調査してゆくことが、今後の
課題として重要であろう。
３．企業間情報ネットワークが会計情報
システムに与える影響
企業の情報ネットワークは、同一企業内部
の情報ネットワークから複数企業の情報ネッ
トワークへ、さらに、企業の国際化によって
海外の生産拠点や販売拠点の設置にともなう
グローバル・ネットワークへと展開してゆ
く。次に、企業間ネットワークの現状から、
こうした企業間ネットワークは、会計情報シ
ステムにどのような影響を及ぼすのかを展望
する。
∏ＥＣ
ＥＣは、ネットワークを通じてコンピュー
タ上で行なわれる商取引であるが、そのなか
でも代表的なＥＤＩやＣＡＬＳが会計情報シ
ステムに与える影響について展望する。
①ＥＤＩ
ＥＤＩは、発注、受注、決済などの取引の
全部または一部をデジタルデータで行なうも
のであり、従来から企業間取引でかわされて
いた注文書、納品書、請求書などといった取
引書類を書面ではなく、コンピュータ上のデ
ータとしてやりとりするものであることは既
にみた。
ＥＤＩとして、各企業が取り組みをはじめ
ているのは、購買、仕入、販売、配送などの
取引先とのデータ交換とその処理のシステム
化である。たとえば、Ａ社がＢ社から商品を
仕入れたり、Ａ社がＣ社に商品を販売した場
合、こうした購入処理や販売処理が自動的に
行なわれる。そして、こうしたシステムにお
いては、仕入、売上、請求、支払などの取引
情報のみがやり取りされるのではなく、取引
によって発生する明細書の作成などが同時に
一体的に行なわれるようになってきている。
こうしたＥＤＩ環境下では、たとえば、売
掛金や買掛金に関する取引も影響を受けるこ
とになろう。ＥＤＩに対応する売掛金管理シ
ステムでは、売掛金管理ファイルは、一元化
され管理されるが、出荷、請求、回収とも、
それぞれの業務の担当部門が置かれるところ
に端末機器が設置され、売掛金に関する取引
入力がリアルタイムの分散処理でなされ、情
報の利用もリアルタイムで行なわれるように
なるであろう（田宮・榊，１９９８，ｐｐ．２１０－２１３）。
また、入荷に関わる取引データも、全国の
入荷場所からオンラインで当該サーバーに送
られ、ほぼリアルタイムで買掛金／未払金管
理ファイルを更新することが可能になるとと
もに、買掛金や未払金に関する検索が許され
る場所からはどこからでも最新の情報を確認
することができるようになるであろう（田
宮・榊，１９９８，ｐｐ．２５６－２５８）。このような買
掛金／未払金管理システムのネットワーク化
が推進されると、全国の支店などで発生する
債務の管理と支払の一元化が実現されること
になる。
かつては、売掛金や買掛金／未払金管理シ
ステムは、一定期間に発生した取引データを
一括処理する「バッチ処理」が中心であった。
しかし、ＥＤＩによる「分散処理」の会計情
報システムの下では、取引の発生後遅滞なく
取引データを受け入れ、必要な処理を「リア
ルタイム」で行い、常に最新の情報を利用者
に提供することができるようになるであろ
う。
ただ、このような利点とはうらはらに、情
報システムがオープン・ネットワークにおか
れることになり、外部からの不正なアクセス
から機密性の高い情報を保護するという新た
な課題を抱えることになることもたしかであ
ろう。
また、企業と金融機関とのネットワークも
進展しつつある。その代表的なものが銀行な
どのコンピュータと企業のコンピュータまた
は端末とを結んで情報の交換・処理を行なう
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「ファーム・バンキング」である。ファー
ム・バンキングでは、銀行との取引データが
リアルタイムで入手できるので、資金の調達、
管理、運用を効率化でき、企業のデータ入力
の負担の軽減や売掛金の自動振込みなどの事
務処理の効率化も可能となろう（佐藤・本合，
１９８８）。また、たとえば、ファーム・バンキ
ングを活用して、顧客からの振込入金連絡を
電子的に受け入れて、売掛金ファイルの消込
を行い、回収にかかわるトランザクションを
終了するようなこともできようになるであろ
う。
②ＣＡＬＳ
ＥＣに関連する問題としては、ＥＤＩのほ
かにＣＡＬＳがあり、これは製品などに関す
る情報を関連企業全体で共有し、効率化をは
かろうとするものであった。ＣＡＬＳによっ
て、企業間ネットワークが形成され、情報が
共有化され、標準化される。
ＣＡＬＳでデータ交換が電子化されれば、
ビジネスのスピードが上がり、めまぐるしい
ほどの変化が起きることになるであろう。そ
して、そうした環境の変化に今まで以上に迅
速に対応しなければならなくなるであろう。
これは、企業が企業の内外を問わない幅広い
経営資源を利用できるようになることを意味
し、アウトソーシングや組織の流動化、フラ
ット化をもたらすと考えられる。その結果、
管理会計には、それらを効果的に利用し管理
するための新たな仕組みが求められる（塘，
１９９６）。
これからの管理会計をめぐる議論は、意思
決定や組織管理をサポートする管理会計情報
の提供だけではなく、組織内外を結ぶネット
ワーク上での戦略創発のメカニズムを考慮に
入れることが重要となる（岩淵・谷，１９９６）
ことはたしかであろう。
πＥメールの利用
多くの企業において、Ｅメールが整備され
ており、会計情報システムでもそのインフラ
として、メール・アプリケーションを活用す
ることが可能となっている。会計情報システ
ムにおけるＥメールの利用例としては、会計
情報をペーパーによる報告ではなくＥメール
の添付ファイルとして企業内外の情報利用者
に伝送したり、売掛金の回収期限の到来や督
促処理の実行をＥメールによって伝送した
り、受領書や請求書といった従来のペーパー
による文書にかえて取引先との情報伝達をＥ
メールによって実施することなど（成田，
２０００）が考えられる。
Ｅメールを取り込んだ会計は、ペーパレ
ス・オフィス、プリンタレス・オフィスの実
現に向けた第一歩となるだけではなく、企業
内外に会計データを効率的にタイムリーに提
供することを可能にするであろう。
∫インターネット
会計情報システムの運用におけるインター
ネットの利用としては、既にみたような会計
取引データの受け入れ、問合せ、報告書作成
などが考えられる。従来の個別企業内に閉ざ
された会計情報システムでは、こうした処理
を実行することは不可能であったが、インタ
ーネットの進展により、会計情報システムは、
オープンシステムとして構築されることとな
る（成田，２０００）。
取引データの送受信については、企業間取
引も含めて、個別企業グループで構築されて
いるＥＤＩを利用したものよりも、インター
ネットあるいはＥメールを主体とするものが
一般化する可能性が高い。今日までＥＣの中
心はＥＤＩであったが、インターネットはＥ
Ｃの本質を変えつつあり、近い将来、インタ
ーネットがそのプラットフォームとなるであ
ろう（Gelinas et al. , 1999, pp. 6-30）。
このようなインターネットによる会計情報
システムでは、事業のパートナー、仕入先、
顧客、サービス提供者などによって、企業の
会計プロセスでの協力を促進する可能性があ
る。そして、会計システムが従来のように職
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場や組織の枠組みに制約されることなく多様
な人びとによって使用されるように促す可能
性がある。
これ以外に、インターネットが会計に及ぼ
す影響としては、特に財務会計の面では、Ｅ
ＤＧＡＲ（Electronic Data Gathering, Analyses
and Retrieval）システムなどに代表されるイン
ターネット上での財務会計情報の公開をあげ
ることができる。ＥＤＧＡＲシステムは、Ｓ
ＥＣ（Securities and Exchange Commission）に登
録している約１万５千社のアメリカ企業のデ
ータを、インターネットを通じてＳＥＣのホ
ームページからコンピュータで検索できるよ
うにしたものである。
わが国においても、大蔵省（現在財務省）は、
ＥＤＩＮＥＴ（Electronic Network Disclosure
for Investor's）を導入し、企業の有価証券報告
書の提出をコンピュータによるオンライン送
信で受理し、その公表も証券取引所などのイ
ンターネット上のサイトで行なうことに着手
した。これはいわば日本版ＥＤＧＡＲとでも
いうべきものである。
さらに最近では、わが国においても、ウェ
ブ・サーバーにホームページを開設し、事業
内容、決算内容、業績推移などの会計情報を
インターネット上で任意開示する企業が増加
している。このような電子メディアによる財
務会計情報の公開が、会計ディスクロージャ
ーの在り方を変えることは確かであろう。
Ⅳ．むすびをこえて
以上、コンピュータ・ネットワークの発達
が、会計情報システムにどのような影響を及
ぼすかを総合的に展望した。こうしたネット
ワーク化は、経理業務を含めた事務処理の効
率化を目的に普及し、今後はほとんどすべて
の企業に広がってゆくものと思われる。この
ような情報ネットワーク化は、企業内は言う
に及ばず、企業間で、さらには国境も越えて
グローバルにしかも急速に拡大してゆくであ
ろう。
企業戦略の展開や経営管理に有用な情報を
提供することを目的とする管理会計システム
は、こうした情報ネットワーク化の波を受け
大きな変革が求められている。管理会計シス
テムのデザインの方向性としては、これまで
の内部管理のためのツールとしての役割に加
え、情報ネットワーク化の進展をにらんで、
企業内、企業間におけるビジネス・プロセス
全般の管理、調整のためのシステムへと変革
してゆくことが求められている。今後は、ネ
ットワーク・システムを導入した会計情報シ
ステムは、単なる財務諸表作成システムとし
てではなく、会計情報の企業の内外で果たす
役割を拡大させることを可能にするシステム
として検討してゆかなければならないであろ
う。
本稿では、さまざまなネットワークシステ
ムが会計情報システムにどのような影響を及
ぼすかを考察した。ただ、本稿で展望したこ
とは、単なる推測の域を超えるものではない。
今後はこうしたネットワークシステムのもと
で展開される会計情報システムが、特定の企
業組織にどのような影響を及ぼすかは、社会
学的な地平での調査研究も必要となろう。
本稿のレベルを超えることではあるが、こ
うしたアプローチによる研究の将来的な展望
についてふれておきたい。こうした領域の研
究に社会学的なアプローチを適用する場合、
そうしたアプローチには多様な方法論が存在
し、「機能主義」以外に「解釈的アプローチ」、
「統合理論」、「構造主義」、「ラディカル・セ
オリー」などの複数のパラダイムが存在する
こと。それらのパラダイムは、それぞれ固有
の意義と限界をもっていることは別稿におい
て検討したπ。
そして、こうしたパラダイムのうち、「機
能主義」は、対象となるものごとに対して客
観的な視点からアプローチし、自然科学に特
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徴的な方法論を人間事象の研究にも適用しよ
うとするパラダイムであること。そして、技
術的な研究が主流をしめるわが国における既
存の管理会計研究の多くは、こうした「機能
主義」による研究に他ならないことを指摘し
た。そして、管理会計研究はこうした技術的
側面の研究にとどまることなく、管理会計に
まつわる組織現象をまずは記述し、理解し、
説明し、予測することを目指した社会学的地
平における研究にまで拡張する有効性につい
て、別稿において検討したπ。
本稿で考察した会計情報システムのネット
ワーク化が企業経営に与える影響も、ネット
ワークや会計情報システムに関する単なる
「技術」的な問題にのみ還元することはでき
ず、コンピュータ・ネットワークと会計、組
織・社会との関係の調査が必要となろう。す
なわち、こうした研究領域については、「客
観主義」的にどのようなコンピュータ・ネッ
トワーク会計を構築すべきであるとした類の
提言を行なうことはほとんど不可能な分野で
あると考えられ、コンピュータ・ネットワー
クを導入した会計の組織的影響についての、
まずは記述・理解・説明・予測を目指した研
究が必要となろう。その際、本稿ではふれる
余裕はなかったが、別稿において詳述した
「解釈的アプローチ」、「統合理論」、「構造主
義」、「ラディカル・セオリー」などのパラダ
イムからアプローチすることも有効となろ
うπ。こうした研究については稿を改めて行
ないたい。
（注記）
∏ＥＣは、もともとは、特定の企業グループ間に
おいて、通信ネットワークを利用して、デー
タや文書の送受信を行い、効率的な企業活動
の遂行を意図したものであった。しかし、現
在では、インターネットの普及によるインタ
ーネット・バンキング、インターネット・ト
レード、オンライン・ショッピングなどの形
態で、インターネットと結びつき、ＥＣは、
広くインターネットを利用した取引を総称す
るものとなっている。
πこうした研究としては拙稿（2000a ; 2000b ;
2000c ; 2000d ; 2001）を参照されたい。
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ABSTRACT
In modern corporate management,  more and more information technology is implemented in the
operation of various corporate activity in the midst of its rapid development. That is not the exception in the
area of accounting operations. Most companies implement some forms of information systems in
accounting operations and it is somehow difficult to find out the companies which operate accounting in
purely manual manners. And Networking is one of the characteristics of such developments of information
systems. 
In this article, the recent developments and perspectives of accounting information systems in network
systems are examined.  And after that the merits and demerits of networking acounting information systems
are examined, too. In conclusion, studies in this area of research cannot be simplified to mere technical
matters and suggestions about networking accounting information systems cannot be presented objectively.
In the future,  researches of such effect of networking accounting information systems will have to be
investigated to begin with description, understanding, explanation, and forcasting of the phenomena of
accounting operations in network systems. 
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